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Ⅲ 今後の方向性について   

以上、今回の介護報酬改定の基本的な考え方及び各サービスの報酬・基準見直しの基本的  

な方向についてとりまとめた。当分科会としては、今回の介護報酬改定を通じて介護従事者  

の処遇改善に向けた取組が㈲ものである。   

次期の介護報酬改定に向かって、介護保険制度の持続可能性という視点とともに、サービ  

ス供給体制の計画的整備、介護人材の計画的養成・確保、医療と介護の連携・機能分担及び  

整合性、低所得者対策の在り方、報酬体系の簡素化など、介護サービスのあるべき方向性を  

踏まえ、検討を行っていくことが必要であり、その際の議論に資するよう、今後、例えば以  

下のような対応を着実に行うことが求められる。   

○今回の介護報酬改定が介護従事者の処遇改善につながっているかという点について  

検証を適切に実施すること   

○介護サービスの質の評価が可能と考えられる指標について、 検討を行うこと。   

○介護サービス事業者がより効率的かつ効果的なサービス提供を行うことができるよう  

引き続き検討を行うこと。特に平成18年度及び今回の介護報酬改定で新たに導入さ  

れた各種サービスについて、その効果、効率性及び普及・定着の度合い等を把握した  

上で、より効果的なサービスの在り方について検討を行うこと。   

○介護事業経営実態調査等の調査手法の設計や調査結果の検証を行う場を設けること   

○今回の介護報酬改定後の事業者の経営状況にかかる調査を踏まえ、補足給付や介護サ  

ービス情報の公表制度について必要な検討を行うこと。   

また、認知症に関する脳科学や精神医学の成果と現場の知見を結集して、認知症高齢者等  

への介護サービスがより一層適切かつ十分に行えるよう研究・検討を迅速化し、それを介護  

サービスに応用する施策の充実を図ることが極めて重要である。  

（省略）   




